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１．はじめに 
 

 昨今、グリーン・ウォッシュ（うわべだけ環境保護に熱心に取り組んでいるようにみせること）に

対する目が厳しくなっており、欧米では、不適切な環境表示に対する巨額の制裁金や、消費者団

体等による集団訴訟、規制当局による行政処分に発展するケースが増え、日本でも 2022 年に

景品表示法に基づく措置命令が行われています。こうした動きを受け、欧州をはじめ各国で、グ

リーン・ウォッシュを防ぐためのガイドラインを整備・強化する動きが見られます。日本でも、

2026 年 3 月には環境省が『環境表示ガイドライン』を約 13 年ぶりに大幅改定したほか、8 月

には消費者庁が、環境ラベルに関する事業者の表示に係る調査結果、ならびに景品表示法上の

考え方を取りまとめた「環境ラベルに関する実態調査報告書」を公表しました。また、国際標準

化機構（ISO）でも自己宣言による環境主張の規格である ISO 14021 の規格が大幅に強化

され、2026 年 6 月に改定されました。 

こうした一連の動きは、エコマークをはじめとする環境表示を活用されている事業者様にとっ

ても、自社の表示を再確認する重要な機会となります。以下で、エコマーク認定取得事業者様に

関連性の高いテーマに絞り、留意すべきポイントを解説します。 

 

 

  

グリーン・ウォッシュ規制について 
エコマーク認定取得事業者様向け 実務対応ガイド 



 

2                          2026 年 9 月 

 

２．景品表示法  

 

景品表示法（不当景品類及び不当表示防止法）は、事業者が商品やサービスの取引において

行う「不当な表示」と「過大な景品類の提供」を規制しています。環境表示との関連では、「エコ」

や「持続可能」といった製品の環境性能・配慮を、実態以上に優れていると見せかける表示が、

優良誤認表示として同法の規制対象となります。環境表示に対する景品表示法上の考え方は、

実態調査報告書を通じて具体的な基準が示されています。 

 

 

(1) 消費者庁「環境ラベルに関する実態調査報告書」 1（令和 8 年 8 月）  

 

環境ラベル（※事業者が、自己の供給する商品・サービスが環境に配慮したものであることを

一般消費者に示すマークや目印）に関する景品表示法上の考え方ならびに、優良誤認表示とし

て景品表示法上問題となる表示の類型が示されています。 

 

① 環境ラベルの対象範囲が明確に表示されておらず、実際には環境への効果を有する範囲

が商品・サービスの一部にとどまる場合  

 

② 環境ラベルにおいて、環境に配慮した原材料等の使用割合又は省資源化（石油由来プラス

チック等の削減）による削減率が明確に表示されておらず、実際には一部にとどまる場合  

 

③ 環境ラベルの訴求する環境配慮がもたらす効果の実証データ等による裏付けがない場合  

 

④ 第三者認証ラベルではないにもかかわらず、第三者認証ラベルであるかのように表示する

場合  

※第三者認証ラベルではないのに「認証」の文言又は認定番号が付されたもの等が挙げら

れる。 

 

⑤ 環境ラベルが、「エコ」や「グリーン」等の文字や自然をモチーフにしたイラストのみで構成さ

れており、訴求する環境配慮の内容が明確でない場合  

 

  

 
1 https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/survey  

【参 考 】 ISO14021:2026「 製 品の環 境 表 示 及びプログラム ― 自 己 宣 言 による環 境 主 張」  

事 業 者が自 己 宣 言による環 境ラベルを表 示 する場 合 、その近 傍に「このラベルは社 内のものであり、

認 証が行 われたことを示 すマークではない」 旨の説 明 文 を記 載しなければならないとされています。  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/survey


 

3                          2026 年 9 月 

 

消費者に実態以上の誤認を与えて景品表示法上の不当表示とならないよう、以下の 5 つの

留意事項が提示されています。 

① 表示の示す対象範囲が明確であること 

環境保全効果に関する広告表示の内容が、包装等の商品の一部に係るものなのかまたは

商品全体に係るものなのかについて、一般消費者に誤認されることなく、明確に分かるよ

うに表示することが必要である。 

 

② 強調する原材料等の使用割合を明確に表示すること 

環境保全に配慮した原材料・素材を使用していることを強調して表示する場合には、「再

生紙 60％使用」等、その使用割合について明示することが必要である。 

 

③ 実証データ等による表示の裏付けの必要性  

商品の成分が環境保全のための何らかの効果を持っていることを強調して広告表示を行

う場合には、当該商品を通常の状態で使用することによって、そのような効果があることを

示す実証データ等の根拠を用意することが必要である。 

 

④ あいまいまたは抽象的な表示は単独で行わないこと 

「環境にやさしい」等のあいまいまたは抽象的な表示を行う場合には、環境保全の根拠と

なる事項について説明を併記するべきである。 

 

⑤ 環境マーク表示における留意点  

環境保全に配慮した商品であることを示すマーク表示に関して、第三者機関がマーク表示

を認定する場合には、認定理由が明確に分かるような表示にすることが求められる。また、

事業者においても、マークの位置に隣接して、認定理由が明確に分かるように説明を併記

する必要がある。 

 

 

 

上記の両報告書に共通して示されている「実証データ」や「合理的な根拠」を、法的に担保す

る枠組みが、景品表示法第 7 条第 2 項の「不実証広告規制」です。 

この制度は、事業者が表示した環境性能（リサイクル率や CO2 削減効果など）に対し、消費者

庁から裏付けとなる合理的な根拠資料の提出を求められた際、事業者が期限内に客観的な資

料を提出できなければ、優良誤認表示とみなされます（措置命令等の処分の対象となる）。 

(2) 公正取引委員会「環境保全に配慮した商品の広告表示に関する実態報告書」  

（平成 13 年 3 月）

 

（3）表示の裏付けを求める法的枠組み（不実証広告規制）  



 

4                          2026 年 9 月 

３．環境省『環境表示ガイドライン（令和 8 年 3 月）』 2 

 

環境表示を行う事業者および事業者団体を対象に、自己宣言による適切な環境表示のあり

方をとりまとめたものです。同ガイドラインは、根拠の不透明な表示を制限する側面を持ちなが

らも、同時に、事業者が批判を恐れて有益な情報発信までも控えてしまう「グリーンハッシング」

を抑制し、適切な開示を後押しする役割も担っています。 

抽象的なイメージに訴えかける「なんとなくエコ」の表示は通用しません。事業者等には、検証

可能な客観的データに基づいた具体的かつ透明性の高い説明が求められます。 

ガイドラインの対象となる「環境表示」は、説明文、シンボルマーク、図表などを通じた製品また

はサービスの環境側面に関する主張であり、これには「環境ラベル」および「宣言」が含まれます。

また、景品表示法が規定する「事業者が製品やサービスを購入してもらうために消費者に知らせ

る広告や表示全般」にとどまらず、事業活動やイメージ広告、企業姿勢といった、商品や役務の

取引に直接関係のない環境表示も広く対象としています。 

事業者が取り組むべき事項は、以下の段階的な構成となっています。 

 

① 5 つの基本項目  

ISO/JIS Q 14021 規格に基づき設定された、環境表示を行う上で最初に取り組むべき

項目。 

i. あいまいな表現や環境主張は行わないこと 

ii. 環境主張の内容に説明文を付けること 

iii. 製品のライフサイクル全体を考慮すること 

iv. 環境主張の検証に必要なデータ及び評価方法が提供可能で、情報にアクセスが可能

であること 

v. 製品または工程における比較主張は LCA 評価、数値等により適切になされているこ

と 

② ISO/JIS Q 14021 規格への準拠  

「5 つの基本項目」を満たしたうえで、取り組むべき項目。同規格には、環境表示に関する

用語の使用条件、説明文の要求事項等の詳細が規定されている。 

 

③ 推奨事項  

規格への準拠に加えて、さらなる環境への取り組みの推進や、他社との差別化を図るため

に実施が推奨される事項。 

 

同ガイドラインへの準拠は、グリーン・ウォッシュを防ぐ有効な対策となります。また、エコマーク

認定は、このガイドラインの『５つの基本項目』にも対応しています。 

 

  

 
2 https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ecolabel/guideline/  

https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ecolabel/guideline/
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環境表示ガイドライン『５つの基本項目』とエコマーク 
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４．「グリーン購入法適合」の表示  

「グリーン購入法適合」の表示も、エコマーク認定取得事業者様の相当数が行っている、代表的

な環境主張の一つです。 

グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律） 3は、国等が重点的に

調達を推進すべき「特定調達品目」を特定し、品目毎に「判断の基準」を定めています。国等の

機関は、この基準を満たす環境物品等を調達することが求められます。ここで留意すべきは、「グ

リーン購入法適合」の表示も『環境表示ガイドライン』に準拠して行うことが『特定調達物品等の

表示の信頼性確保に関するガイドライン』 4で定められている点です。 

グリーン購入法には公式の適合マークが存在しないため、根拠が曖昧なまま「適合」と表示し

てしまうと、グリーン・ウォッシュとみなされるリスクが生じます。適合表示を行う際は、検証可能

な客観的データに基づく適切な自己適合宣言を行うか、あるいはガイドラインの要求基準に対応

している「エコマーク等の第三者認証」を活用し、表示の信頼性を確保することが求められます。 

それぞれの適合の担保方法は以下のとおりです。 

グリーン購入法「判断の基準」適合の担保方法  
 グリーン購入法での位 置 づけ  「判断の基準」適合の担保方法  

事 業 者 等による  

自 己 適 合 宣言  

各 事 業 者 に よ る 製 品 、 カ タ ロ グ 、 仕

様、ウェブサイト等 の表 示  

「 信 頼 性 確 保 ガイドライン」 に準 拠 して、自 主 的 取 組

により適 合を確 認  

☑ 適 合 の確 認 （ 製 品 試 験 、原 材 料 証 明 書 等 の検

証・ 評 価 ）  

☑ 適 合の根 拠となる文 書 の管 理  

☑ 適 切な表 示  

☑ 問 合せ対 応  

☑ 再 評 価（ 適 合 の再 確 認 →記 録 ）  

事 業 者 または事 業 者 団 体 等 が管 理 す

る「グリーン購入 法 適 合 」の表 示  

エコマーク 

「 判 断 の基 準 」 に 「 エコマーク認 定 基

準 を満 たすことまたは同 等 のものであ

ること」 と記 載されている  
「エコマーク認定」をもって適合を確認  
（信 頼 性 は認 証スキームによって担保される）  

環 境 省 『グリーン購 入の調 達 者の手

引き』 5に「エコマーク認定 品

（ NO.XXX）は、グリーン購 入 法に適

合しています」 と記 載されている 

エコマーク以 外 の  

認 証ラベル 

環 境 省 『 グリーン購 入 の調 達 者 の手

引き』に「 （ 認 証ラベル名） は、（ 該 当 す

る項 目 ）に係 る判 断 の基 準 を満 たして

います」と記 載されている  

該 当する

項 目  

認 証 をもって「 判 断 の基 準 」 の一 部 項 目

の適 合を確 認  

（ 信 頼 性 は認 証 スキームによって担 保 さ

れる）  

上 記 以 外

の項 目  

「 信 頼 性 確 保 ガイドライン」 に準 拠 して、

自 主 的 取 組の併 用 により適 合を確 認  

☑ 適 合 の確 認 （ 製 品 試 験 、原 材 料 証 明

書 等の検 証・ 評 価 ）  

☑ 適 合の根 拠となる文 書 の管 理  

☑ 適 切な表 示  

☑ 問 合せ対 応  

☑ 再 評 価（ 適 合の再 確 認 →記 録 ）  

信 頼 性 確 保 ガイドライン、グリーン購 入 の調 達 者 の手 引 きを参 考 にエコマーク事 務 局 作 成  

 

 
3 https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/ 
4 https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/net/trust.html 
5 https://www.env.go.jp/content/000387472.pdf  

https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/
https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/net/trust.html
https://www.env.go.jp/content/000387472.pdf
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５．国外の環境表示に関するガイドライン、自主規制等  

 

グローバルに事業を展開する事業者様におかれては、環境表示に関する海外の規制にも目を

向ける必要があります。環境省『環境表示ガイドライン』では、別冊にて様々な国や地域の環境表

示に関するガイドラインや自主基準等が紹介されています。日本国外で環境表示（持続可能性ラ

ベルの表示を含む）を行う場合、該当国・地域の法令等を確認し、それらに整合した表示を行う

必要があります。 

なお、エコマークは、国内／国外製を問わず日本国内で販売される商品を認定しており、国際

的に有効な国際認証制度ではありません。商標も、日本国内のみで保護されています。また、国

や地域によって環境表示（エコラベル表示を含む）を規制する法令やガイドラインも異なります。

エコマークを表示した商品の輸出にあたっては、事前に輸出先の法令や現地での権利状況をご

確認の上、事業者様の責任・判断にてご対応をお願いします。 

 

 

６．まとめ 

 

本稿で紹介した各法令およびガイドライン等の要求事項は、表現は異なるものの、同じ方向を

向いています。実務的には、景品表示法との整合が考慮されており、グリーン購入法とも参照関

係にある『環境表示ガイドライン』に照らして、自社の環境表示を点検することが、グリーン・ウォ

ッシュの指摘を回避するための第一歩となります。 

別紙「環境表示に関する法令・ガイドライン等の要求事項」は、本項で紹介した各法令および

ガイドライン等を、観点ごとにマトリクス化したものです。自己宣言（自社）で、製品等の環境配慮

やグリーン購入法適合を謳う場合、これらすべてのマス目（要件）に対応する客観的データを自

前で揃え、開示できる状態に保ち、消費者が容易にアクセスできるようにする必要があります。 

しかし、これらを個別に管理することは、社内リソースの分散やコンプライアンスリスクの見落と

しを招きかねません。適切な情報開示のあり方が改めて注目される今、解決の鍵となるのが「エ

コマーク」をハブとした統合管理です。一番右の列（エコマーク）を見ると、景品表示法、環境表示

ガイドライン、グリーン購入法のすべてが求める「根拠の確保」「ライフサイクル全体の考慮」「透明

性の高い開示」などを、全て満足する設計になっていることが分かります。 

 

[発行] 公益財団法人 日本環境協会  エコマーク事務局  

      ✉info@ecomark.jp 

 

2026年 9月 9日   

 

本ガイドで提供している内容は、公開情報等に基 づき、客観的な分 析・記述に努めておりますが、

その完全性・正確性を保 証するものではありません。また、本ガイドの内容 は、作成時点で入手可

能な情報に基づき作成しています。今後、関連法 令や細則、ガイドライン等の公表・改定などにより

内容が変更される可能 性がありますので、最新情報は各機関の公式 情 報をご確認ください。 
 

mailto:info@ecomark.jp
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別紙 環境表示に関する国内の法令・ガイドライン等の要求事項 

観点 景品表示法 環境省 『環境表示ガイドライン』 グリーン購入法適合の表示 【参考】 エコマークの対応 
表示／ラベ

ルの示す範

囲 

・ 環境への効果が商品・サービスの一部か

全体に係るものかを明確に示す。 

・ 製品全体に対するものか、部品若しくは

包装にだけか等を明確にする。 

・ 提供する物品等が特定調達品目に該当

し、当該品目の「判断の基準」に適合し

ていること。 

・ 原則として、最終製品（完成品）を認定。 

製品の包装にも基準が設定されており、

マークが示す範囲は商品・サービスの一部

に限定されない。 

曖昧な表現

の禁止／説

明の併記 

・ 「環境にやさしい」等のあいまいまたは 

抽象的な表示を行う場合は、単独で行わ

ず根拠となる事項の説明を併記する。 
 

・ 「エコ」や「グリーン」等の文字や自然を 

モチーフにしたイラストのみで構成され、

環境配慮の内容が明確でない環境ラベル

は問題となる。 
 

・ 環境に配慮した原材料等の使用割合又は

省資源化による削減率を明示する。 

・ あいまいな表現や環境主張は行わない 

こと。 
 

・ 環境主張の内容に説明文を付けること

（例：環境に配慮した原材料等の使用割合

および、商品全体量か素材使用量かを 

明確に示す）。 
 

・ 製品又は工程における比較主張は LCA

評価、数値等により適切になされている

こと。 

・ 根拠が曖昧なまま「適合」と表示する

と、グリーン・ウォッシュとみなされる

リスクが生じる。 

・ 認定された商品類型(認定基準)と整合し

た表現や環境主張を行うことで、正確で 

誤解を招かない主張ができる。 
 

・ エコマークの数値基準の考え方は環境表

示ガイドライン及び ISO14021と整合 

しており、比較主張にも対応する。 

製品ライフ

サイクルの

考慮 

 
・ 製品のライフサイクル全体を考慮すること。 

 
・ ライフサイクル全体を考慮した複数の基準

で審査するため、重大なトレードオフの 

見落としや、一部の環境負荷低減だけを 

誇張した主張を回避できる。 

実証データ・

根拠 
・ 効果を示す実証データ等の根拠をあらか

じめ用意しておく必要がある。 
 

・ 表示の裏付けとなる実証データ等の裏付

けがない環境ラベルは問題となる。 
 

・ 消費者庁から求められた際、根拠資料を

提出できなければ優良誤認表示とみなさ

れる（不実証広告規制）。 

・ 環境主張の検証に必要なデータ及び評価

方法が提供可能で、情報にアクセスが 

可能であること。 

・ 検証可能な客観的データに基づく適切

な自己適合宣言を行うこと。 

・ 認定審査を通じて、景品表示法(不実証広

告規制)にも耐えうる「合理的な根拠」が 

確保・整理される。 
 

・ ウェブサイトに全ての認定製品の情報、 

基準と評価方法が公開され、認定番号 

または商品ブランド名、会社名から容易に

アクセスできる。 

ラベルの取

扱い 
・ 第三者認証ラベルではないにもかかわら

ず、「認証」等の文言を用いて第三者認証

ラベルであるかのように表示することは

問題となる。 
 

・ 第三者機関がマーク表示を認定する場合、

認定理由が明確に分かる表示にし、隣接し

て説明を併記する。 

・ マーク・ラベルも、本ガイドラインの要求 

事項を全て満足する必要がある。 

・ 国による適合マークは存在しないが、

「判断の基準」に対応しているエコマー

ク等の第三者認証を活用し、表示の 

信頼性を確保することができる。 
※特定調達品目22分野291品目のうち、

20分野198品目は、エコマーク認定品で

あれば「判断の基準」を満たす。 

・ ISO14024 規格に準拠した第三者認証

のエコラベル。 
 

・ ウェブサイトに全ての認定製品の情報、 

基準と評価方法が公開され、認定番号 

または商品ブランド名、会社名から容易に

アクセスできる。 

 


